様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年4月15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）だいとうけんたくりーしんぐかぶしきがいしゃ
                   　一般事業主の氏名又は名称　大東建託リーシング株式会社
（ふりがな）もり　よしひろ
                              （法人の場合）代表者の氏名　守　義浩　 印
住所　〒108-0075　東京都港区港南二丁目16番1号
法人番号　1010401128000 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	· 大東建託リーシング企業理念
· 大東建託リーシングＤＸ戦略
· 大東建託グループ統合報告書2021

	公表日
	· 大東建託リーシング企業理念
2022年3月31日
· 大東建託リーシングＤＸ戦略
2021年12月23日
· 大東建託グループ統合報告書2021
2021年10月28日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■大東建託リーシング株式会社ホームページ上で公開
大東建託リーシング企業理念
https://www.kentaku-leasing.co.jp/company/page-3492/
大東建託リーシングＤＸ戦略（トップメッセージ）https://www.kentaku-leasing.co.jp/company/page-3442/

■大東建託株式会社ホームページ上で公開
大東建託グループ統合報告書2021（P.8、23、33、34、46）
https://www.kentaku.co.jp/corporate/ir/pdf/2021/tougou2021.pdf

	記載内容抜粋
	■大東建託リーシングにおける機会・リスクを踏まえた中長期の経営ビジョン
ビジョン：いい部屋探しの「エキスパート」
バリュー：
・ お客様の“ドキドキ”を“ワクワク”に
　「長く住みたい」「また住みたい」と思える素敵な住空間を提供します
・ Face to Face ＆ Heart to Heart
　お客さまの様々なニーズや期待に、人と心でこたえます
・ 地域のコミュニティを大切に
　お客さまと地域の架け橋となり、縁を大切にしていきます

■当社のビジネス戦略方向性
大東建託リーシングでは、賃貸経営受託システムの健全維持を図ると共に、不動産仲介会社として信頼される賃貸仲介事業を行ってまいります。また、宅建業法等の遵守は当然に、業務・商品知識、周辺環境理解、ビジネスマナー等のレベルを向上させ、お客さまにご満足頂き、それぞれの地域において高い信頼と実績を勝ち取るべく賃貸仲介事業を遂行します。
＜主要目標＞
・賃貸経営受託システムの健全維持
・信頼される賃貸仲介事業
・業務・商品知識、周辺環境理解、ビジネスマナー等のレベル向上

※大東建託グループのビジネスモデルと当社の位置づけ
大東建託（株）が賃貸住宅経営の企画・建設をし、大東建託リーシング（株）が入居者様を募集斡旋し、大東建託パートナーズ（株）が管理・運営・一括借り上げをするという、グループ各社が一気通貫でオーナー様の賃貸経営をサポートするシステムを展開。大東建託の成長がおのずと大東建託リーシング、大東建託パートナーズをはじめとする子会社の成長に直結するビジネスモデルとなっています。
⇒当社は、大東建託グループのビジネスモデルにおいて「入居者様の募集斡旋」のビジネスを担います。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の公開情報（ホームページ等）については当社取締役会から権限移譲された大東建託リーシング株式会社の代表取締役社長にて社外公開を承認。

また、当社グループの公開情報（統合報告書等）については大東建託株式会社の取締役会で決定された事項に基づき作成された内容であり、大東建託株式会社の社内規程に基づく承認プロセスを経て大東建託株式会社の最高執行責任者（代表取締役社長）が、社外公開を承認。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	· 大東建託リーシングＤＸ戦略
· 大東建託グループＤＸ戦略
· 大東建託グループ統合報告書2021
· 大東建託リーシング、法人との賃貸借契約手続きを電子化（ニュースリリース）
· 大東建託リーシング、フランチャイズ事業を開始
（ニュースリリース）

	公表日
	· 大東建託リーシングＤＸ戦略
2021年12月23日
· 大東建託グループＤＸ戦略
2021年7月7日
· 大東建託グループ統合報告書2021
2021年10月28日
· 大東建託リーシング、法人との賃貸借契約手続きを電子化（ニュースリリース）
2020年11月5日
· 大東建託リーシング、フランチャイズ事業を開始
（ニュースリリース）
2021年1月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■大東建託リーシング株式会社ホームページ上で公開
・大東建託リーシングＤＸ戦略（トップメッセージ、ＤＸ推進体制）
https://www.kentaku-leasing.co.jp/company/page-3442/

・大東建託リーシング、フランチャイズ事業を開始
（ニュースリリース）
https://www.kentaku-leasing.co.jp/cms/wp-content/uploads/2021/01/084585fa5732368f98a483e34dd9477c.pdf

■大東建託株式会社ホームページ上で公開
・大東建託グループＤＸ戦略（P.3～7）https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/img/dx/dx_senryaku.pdf

・大東建託グループ統合報告書2021（P.50、60）
https://www.kentaku.co.jp/corporate/ir/pdf/2021/tougou2021.pdf

・大東建託リーシング、法人との賃貸借契約手続きを電子化（ニュースリリース）
https://www.kentaku.co.jp/corporate/pr/info/2020/keiyaku_1105.html


	記載内容抜粋
	■当社の目標実現に向けたＤＸ戦略の方向性
様々なデジタル技術を活用したＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推し進めることで、持続的な成長の達成や、賃貸仲介事業のさらなる強化と周辺事業の拡充を行い、総合不動産業者として今までの賃貸仲介事業の枠を超えた事業展開にも、積極的に取り組んでまいります。

ＤＸ戦略を推進する為に、当社グループでは 「３つのビジョン」 を掲げ、強化すべき領域と、進むべき方向を定めています。

― ＤＸ戦略　「３つのビジョン」 ―
１）デジタルで既存事業（コア事業・総合賃貸業）をトランスフォーメーション
　デジタル技術を活用して、「コア事業」のさらなる深化と、「総合賃貸業」領域の拡大・強化を図ります。

２）デジタルで今までにない「生活支援サービス」をクリエイション
　デジタル技術を活用して、事業領域をさらに拡大し、今までにない新しい生活支援サービスを創出してまいります。

３）デジタルで社員の働き方をトランスフォーメーション
　デジタル技術を活用して、多様なワークスタイルの実現と、評価・報酬体系がマッチした真の「新しい働き方」を実現してまいります。


※ 当社が掲げる主要目標とＤＸ戦略の関係を以下に示します。
賃貸経営受託システムの健全維持：
1) デジタルで既存事業（コア事業・総合賃貸業）をトランスフォーメーション
⇒ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化や
ＭＡを推進
⇒テクノロジーを活用した業務の自動化・効率化

信頼される賃貸仲介事業：
2) デジタルで今までにない「生活支援サービス」をクリエイション
⇒デジタルを活用したさらなる新規ビジネスの創出

業務・商品知識、周辺環境理解、ビジネスマナー等のレベル向上：
3) デジタルで社員の働き方をトランスフォーメーション
⇒デジタルで「新しい働き方」に対応
⇒デジタルを活用したさらなる効率化と省力化の実現

※「ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化やＭＡを推進」に向けた取り組み例：大東建託リーシング、フランチャイズ事業を開始
当社は、「いい部屋ネット」のフランチャイズ事業（以下、ＦＣ）を開始しました。本ＦＣ事業では、「いい部屋ネット」のブランドを使った店舗演出やポータルサイトへの物件掲載が可能となるなど、様々なメリットを加盟店様へ提供します。加盟店様との協業により、お部屋探しサイト「いい部屋ネット」ブランドのさらなる仲介力強化と認知拡大を図り、加盟店ネットワークを拡大していくことで、お客様の利便性とサービス向上に取り組んでまいります。

※「テクノロジーを活用した業務の自動化・効率化」に向けた取り組み例：大東建託リーシング、法人との賃貸借契約手続きを電子化
株式会社リロケーション・ジャパンとシステム連携し、賃貸住宅の賃貸借契約における法人契約手続きの電子化を開始。電子契約に関するシステムを連携して法人契約手続きを電子化し、郵送や押印を不要とすることで、年間約１,６００件の賃貸借契約について、１契約あたり１～２時間の業務削減を実現します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の公開情報（ホームページ等）については当社取締役会から権限移譲された大東建託リーシング株式会社の代表取締役社長にて社外公開を承認。

また、当社グループの公開情報（統合報告書等）については大東建託株式会社の経営会議で決定された事項に基づき作成された内容であり、大東建託株式会社規程に基づく承認プロセスを経て最高執行責任者（代表取締役社長）が、社外公開を承認。

※大東建託株式会社は、経営会議に業務執行の決裁権限を必要に応じて委嘱し、取締役会が経営に関する重要事項の決定を行うことで、機動的な意思決定を可能としている。取締役会や経営会議等で承認された提案内容の実行は最高執行責任者（各事業分野の担当取締役）等が中心となり、その実行責任を担っている。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	大東建託リーシングＤＸ戦略（ＤＸ推進体制）
大東建託グループ統合報告書2021（P.50、60）

	記載内容抜粋
	■ＤＸ推進体制
大東建託リーシングは、大東建託グループの関連企業およびＤＸ推進室と連携し、各ＤＸ施策の実現を行ってまいります。

■意識変革・イノベーション創出に向けた外部組織との協業
・従業員自ら新規事業を提案し、事業化を目指す社内ベンチャー制度「ミライノベーター」の実施
（ミライノベーター事例：多様なニーズにお応えするフレキシブルなレンタルスペース『いい部屋Space』を提供）
・新規事業を創出することを目指し、外部企業、研究機関との協業を「アクセラレータプログラム」として実施




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	大東建託グループＤＸ戦略(P.7)

	記載内容抜粋
	全社共通ITインフラの整備と併せて、個別のDX戦略の実現に向けたIT環境整備も実施。IT環境整備はグループ共通の体制で取り組んでいる。
下記の部分が当社に該当するIT環境整備に係わる主要な取り組み。

■方策（当社固有施策）
＜ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化やＭＡを推進＞
・オンライン・セルフ内覧、ＩＴ重説の導入

＜デジタルを活用したさらなる新規ビジネスの創出＞
・多様なニーズにお応えするフレキシブルなレンタルス
ペース『いい部屋Space』を提供

※上記以外にグループ共通の取り組みとして以下を実施。
＜共通＞
・基幹システムをモダナイゼーションし、新しいIT技術
に対応できる基盤を構築
・基盤はクラウド上に構築し、可用性、拡張性、運用保
守性を担保
・認証基盤やデータ連携基盤、及び運用監視基盤を構築
し、標準化を実施

＜デジタルで「新しい働き方」に対応＞
・全ての外勤者（営業担当等）に2in1パソコンを配布

＜デジタルを活用したさらなる効率化と省力化の実現＞
・RPAで定型業務の自動化を実現
・電子契約や経費精算などのクラウドサービスでオフラ
イン業務のオンライン化を実現



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大東建託グループＤＸ戦略

	公表日
	2021年7月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■大東建託株式会社ホームページ上で公開
大東建託グループＤＸ戦略(P.8)
https://www.kentaku.co.jp/corporate/csr/torikumi/img/dx/dx_senryaku.pdf

	記載内容抜粋
	■主な成果指標（当社固有）
＜ニューノーマルに合わせたセールスのデジタル化やMAを推進＞
・賃貸営業のデジタル化：クラウド型業務支援システム
導入率100%（2020年度実績）
・内覧、重説のオンライン導入：店舗導入率100%
（2017年度実績）

※上記以外のグループ共通の主な成果指標
＜共通＞
・クラウド化によるコスト削減：運用費削減額

＜デジタルで「新しい働き方」に対応＞
・新しい働き方に対応：テレワーク導入率

＜デジタルを活用したさらなる効率化と省力化の実現＞
・RPA導入による業務自動化：削減時間、費用削減額




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年12月23日

	発信方法
	大東建託リーシングＤＸ戦略（トップメッセージ）
https://www.kentaku-leasing.co.jp/company/page-3442/

	発信内容
	様々なデジタル技術を活用したＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推し進めることで、持続的な成長の達成や、賃貸仲介事業のさらなる強化と周辺事業の拡充を行い、総合不動産業者として今までの賃貸仲介事業の枠を超えた事業展開にも、積極的に取り組んでまいります。

　ＤＸ戦略を推進する為に、当社グループでは 「３つのビジョン」 を掲げ、強化すべき領域と、進むべき方向を定めています。

― ＤＸ戦略　「３つのビジョン」 ―
１）デジタルで既存事業（コア事業・総合賃貸業）をトランスフォーメーション
　デジタル技術を活用して、「コア事業」のさらなる深化と、「総合賃貸業」領域の拡大・強化を図ります。

２）デジタルで今までにない「生活支援サービス」をクリエイション
　デジタル技術を活用して、事業領域をさらに拡大し、今までにない新しい生活支援サービスを創出してまいります。

３）デジタルで社員の働き方をトランスフォーメーション
　デジタル技術を活用して、多様なワークスタイルの実現と、評価・報酬体系がマッチした真の「新しい働き方」を実現してまいります。

今後も、賃貸住宅に関する総合的なサービスを提供し、みなさまのお力になれるよう邁進してまいります。

大東建託リーシング株式会社
代表取締役 社長
守　義浩



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年1月頃　～　2021年12月頃

	実施内容
	・ＤＸ推進指標の自己診断を実施

「ＤＸ推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み。（申請管理番号：202112AH00005805）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年12月頃　～　現在
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	大東建託グループはグループ会社を含めた形での一気通貫のビジネスモデルを構築しており、セキュリティ対策についてもグループ全体として取り組んでいる。

■大東建託グループとしてのセキュリティに関する対策
・「情報セキュリティ基本方針」等でルールを策定し、
組織・人的な対策（セキュリティ対応専門チーム設置
標的型攻撃メール訓練 等）、技術的な対策（不正アク
セス検知 等）を実施。

■セキュリティ監査
・外部セキュリティベンダーによるセキュリティ監査を
定期的に実施（セキュリティ対策の改善に向けた、情
報セキュリティ対策の適切性、妥当性及び是正・改善
策の有効性の評価）。当監査はグループ全体として実
施しているが、当社のセキュリティ監査も含まれてい
る。

	




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

